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科 目 金 額 科 目 金 額
( 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
完成工事未収入金
不動産事業未収入金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
未 成 工 事 支 出 金
販 売 用 不 動 産
不動産事業支出金
原材料及び貯蔵品
仕 掛 品
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 運 搬 具
工 具 器 具 ・ 備 品
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
そ の 他

7,002,286
3,655,242
51,241

1,073,690
2,113

114,186
25,079
87,954
397,585
1,436,262
37,218
11,127
110,584
8,190,192
7,079,040
2,346,195
23,270
12,678

4,696,189
706

50,106
42,374
4,602
3,130

1,061,045
772,847
222,878
2,503
62,816

流 動 負 債 2,238,862
工 事 未 払 金 579,994
買 掛 金 42,520
未 払 金 349,352
未 払 費 用 38,399
未 払 法 人 税 等 163,652
未 成 工 事 受 入 金 859,314
不動産事業受入金 9,200
預 り 金 53,715
前 受 収 益 45,640
賞 与 引 当 金 6,130
完成工事補償引当金 1,200
そ の 他 89,741

固 定 負 債 957,768
繰 延 税 金 負 債 50,757
退 職 給 付 引 当 金 337,287
預 り 保 証 金 535,323
そ の 他 34,399

負 債 合 計 3,196,630
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 11,604,407
資 本 金 310,000
資 本 剰 余 金 310,093
資 本 準 備 金 310,093
利 益 剰 余 金 10,984,401
利 益 準 備 金 77,500
その他利益剰余金 10,906,901
別 途 積 立 金 7,200,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,706,901

自 己 株 式 △88
評価・換算差額等 391,441
その他有価証券評価差額金 391,441

純 資 産 合 計 11,995,849
資 産 合 計 15,192,479 負 債 純 資 産 合 計 15,192,479

貸　借　対 照　表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 11 －
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個別注記表 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算定） 

市場価格のない株式等 総平均法による原価法 

② 棚卸資産

未成工事支出金 個別法による原価法

販売用不動産・不動産事業支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定） 

製品・仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定） 

原材料及び貯蔵品 先入先出法及び最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

⑵ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。 

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方

法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

④ 長期前払費用 定額法によっております。

⑶ 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備え、将来の支給

見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。 

③ 完成工事補償引当金 完成工事の瑕疵担保責任に基づく補償費に備えるため、

過去の完成工事に係る補償費の実績を基準にして計上し

ております。 

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付に係る自己都合要支給額を計上しております。 

⑤ 工事損失引当金  受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末

手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額

を合理的に見積ることができる工事について、損失見込

額を計上しております。 
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⑷ 収益及び費用の計上基準

顧客との契約については、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービス

の支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額

で収益を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

① 工事契約に係る収益認識

当社は建築事業において、比較的長期の工事契約を締結しており、顧客との工事請負契約

に基づいて工事目的物を引き渡す履行義務等を負っております。これらの契約について

は、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。

なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として原価比例法（インプット

法）により算出しております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充

足すると見込まれる時点までの期間がごく短い契約及び重要性が乏しい契約については一

定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した一時点で収益を認識してお

ります。

また、履行義務が一定期間にわたり充足される工事契約において、進捗度を合理的に見積

ることができない場合 、発生した費用のうち顧客から回収できると見込まれる金額を収

益として認識する原価回収基準を採用しております。

② 役務、サービス等の提供に係る収益認識

契約上の条件が一時点をもって完了する役務・サービス等の提供に係る契約については契

約上の条件が満たされた時点をもって収益を認識し、契約上の条件が一定期間にわたり役

務やサービス等を提供し続ける契約については、履行義務の充足に係る進捗度に応じて収

益を認識しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

（一定期間にわたり収益を認識する売上高） 

 当社は、顧客との契約について履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識し

ております。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として原価比例法（インプッ

ト法）により算出しており、工事収益総額、工事原価総額及び決算日における進捗度を合理的

に見積りを行っております。 

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

一定期間にわたり収益を認識する売上高 4,901,661千円 

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

収益認識の基礎となる工事原価総額は、工事契約ごとの実行予算を使用して見積りを行

っておりますが、実行予算の策定にあたっては、必要となる施工内容に応じた外注費及び

材料等の調達価格の見積りに不確実性を伴うため、翌事業年度において、工事原価総額の

見積りと実際の累積発生原価に重要な乖離がある場合、または工事原価総額の見積りに重

要な変更が生じた場合に、翌事業年度における進捗部分に係る売上高が適切に反映されな

い可能性があります。 

３. 貸借対照表に関する注記

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 3,034,042千円

⑵ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権 73千円 

② 短期金銭債務 4,710千円 

③ 長期金銭債務 820千円 
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４. 税効果会計に関する注記

繰延資産の発生の主な原因は、未払事業税、退職給付引当金、長期未払金などであり、繰延

税金負債の発生の主な原因はその他有価証券評価差額金であります。

５. １株当たり情報に関する注記

⑴ １株当たりの純資産額 342,738,542円89銭

⑵ １株当たりの当期純利益 12,946,345円36銭

(注)2026年３月31日を効力発生日として普通株式92,100株を１株に併合いたしました。これに伴い

当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、「１株当たり純資産額」及び「１株当たり

当期純利益」を算定しております。 

６. 重要な後発事象に関する注記

当社は、2026年５月15日開催の取締役会において、株式分割に伴う定款の一部変更を行うこと

を決議いたしました。

1.株式分割に伴う定款の一部変更

(1) 変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2026年５月15日を効力発

生日として、当社定款の一部を変更いたします。

(2) 定款変更の内容

（下線部分は変更箇所を示しております。） 

現行定款 変更後定款 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

140株と  

する。 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

13,000,000株とする。 

(3) 変更の日程

取締役会決議日 2026年５月15日 

効力発生日 2026年５月15日 

2.重要な資産の担保提供

当社は、2026年４月８日付で、株式会社三菱ＵＦＪ銀行との間で金銭消費貸借契約書に基づ

き担保権 

設定に関する協定書を締結しました。 

(1) 担保提供理由

株式会社三菱ＵＦＪ銀行との金銭消費貸借契約書に基づき担保を提供するものでありま

す。 

(2) 担保提供開始

2026年４月８日

(3) 担保提供資産

対象不動産17件（土地2,660,847千円、建物・構築物1,630,717千円）を供しております。

７．当期純損益金額 

 当期純利益  457,436千円 
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